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なぜロシアはＷＴＯに加盟したいのか
　ロシアのプーチン大統領は２００２年４月の年次教書演説において、ＷＴＯ加盟がロシアにとって「きわめて有益なこと」であると発言するなど、近年機会があるごとにＷＴＯ加盟の重要性を指摘している。

特に欧米諸国もアメリカの同時多発テロ発生以来、ロシアの早期加盟を支持する姿勢を明確にしている。１９９３年６月のＧＡＴＴ加盟申請から約１３年を経て、ロシアのＷＴＯ加盟は佳境を迎えている。

ＷＴＯに加盟することへのメリット
1 国際ステータスの向上
②　外国投資の増大

　過去ロシアに流入した外国投資額はロシアの経済規模に比して極端に少ないとされ、その最大の理由はロシアの法制度の不備にあると見られている。ＷＴＯに加盟することで、ロシアがその貿易・投資関連法制をＷＴＯのルールと整合させることが条件となるため、ロシアがＷＴＯに加盟すれば、それは外国投資家にとってロシアの投資環境が大きく改善されたことを示す明確なシグナルとなる。

③　貿易紛争の処理が以前よりも容易になる

　ロシアの鉄鋼等の輸出に対して、ＥＵやアメリカがアンチダンピング措置を導入する等の貿易紛争が増加している中、ロシアのＷＴＯに加盟することでこれらの紛争をＷＴＯの紛争処理機能を通じて解決することが可能となる。
WTOの規定に沿うことで損害額が減る可能性があると見られている。

4 産業構造の転換

　天然資源輸出型のロシアが付加価値の高い輸出できるような産業構造へと転換するきっかけになる可能性がある。
5 最恵国待遇が受けられる

申請から最近の動き

	１９９３年６月
	GATT加盟申請


	１９９５年７月
	WTO作業部会（Working Party/WP）第一回が開催

	２００３年
	WPがロシアWTO加盟促進プログラムを発表

	２００４年５月
	EUと二国間交渉合意

	２００４年９月
	中国間と二国間交渉合意
韓国とは二国間交渉合意

ノルウェー・日本・カナダと二国間交渉（ジュネーブ）

	２００４年１０月
	ワシントンで米国と二国間交渉実施

	２００５年４月
	日本と合意

	２００６年１１月１９日
	アメリカと合意


今現在のロシアのＷＴＯ加盟への取組み

　　ロシアは今のところ米国とは一応合意に達したが、実質的にはまだ課題が残っている。まだ二国間交渉の相手国として残っているのはグルジアとカンボジアである。カンボジアに関しては、貿易規模からして交渉は難航しない見方が強いが、グルジアに関しては政治的な背景が絡んでいるので、交渉は難航している。

ロシアが加盟に時間がかかる理由
以下は、ロシアがＷＴＯ加盟交渉において主要なテーマとなっている３つの分野である

1 知的財産問題について
ロシアにおいて、法律の制定は比較的に順調に進んでいるものの、その執行が十分ではないとし、強化を要求されている法律。

　ロシアは米国でのみ実質的に交渉が終了しておらず、知的財産権については光ディスクやインターネット上の模倣品・海賊版対策、水際措置の強化、TRIPS協定などの遵守を含む拘束力を持った詳細な合意内容が明記されている。また当該合意事項を完全に履行することが、今後予定されるWPにおける多国間交渉を終結させるために必要不可欠と明示するなど、議論を実質的に先送りする内容となっている。

2 エネルギーの内外格差問題

　エネルギー（天然ガス・電力等）の国内価格が輸出価格よりも著しく低く、このことが国内産業への間接的な補助金に当たる恐れがあるとして、どう価格差の解消を求める指摘が盛り込まれた様子

そもそも、天然ガスや電力等の内外価格差や、その一因とみられる原油・天然ガスなどへの輸出税付加の問題はＷＴＯ協定が直接的にこれを禁止するものではないと考えられる。（近年ＷＴＯに加盟した他国の事例を見ると、現にＷＴＯ協定がカバーしない用件が特記事項の形で加盟条件の一部に組み込まれたケースが少なくない）

ロシア政府はエネルギー内外価格格差問題については国内経済への影響が寛大であるとして、この問題がＷＴＯ加盟交渉の論点に含まれることに強い難色を示している。

3 関税交渉（二国間交渉）
関税交渉はおもに二国間交渉を通じて行われ、その成果は最終的に、加盟議定書の付随文書の一部である「関税譲許表」としてまとめられる。

＊関税譲許表

合計約11000品目の物品に関して、加盟申請国がＷＴＯ加盟後に約束する輸入関税率の上限（譲許税率）を列記したものであり、当該国は加盟後、原則として譲許税率を越える関税を課してはならない。
　　最初の関税オファーから4年が経過した2001年末、ロシア側からのオファー税率は平均19.8％（ほかと比べてさほど高くはない数字）で、交渉三カ国との間で全体の約80％の品目について合意済みであるとされている。

　問題点

1． ロシア経済にとって重要な品目が多いこと

　　　重要な品目　　　　自動車　家具　医療品　化学肥料　航空機（完成品）など

2． 　　　　譲許税率が現行税率を下回る品目は、関税引き下げがロシアにとって有益な物品（ロシアで生産されない原料、半製品、ハイテク機器、ロシアの完成品に国際競争力を与える部品）か、関税引き下げがロシアの生産者になんら脅威とならない物品（ワイン・丸太・製剤・鉄鋼製品）に限る。
3． ロシア側がオファー税率を容易に引き下げない姿勢を明確にしている

4 農業交渉（二国間・複数間交渉）
農業補助金に関する交渉は、交渉開始当初は二国間交渉で、やがて複数国が同時に参加する形（複数国間会合）で進められ、その成果は最終的に加盟議定書の付随文書の一部である「農業補助金の制限に関する約束」としてまとめられる。この農業補助金に関する約束とは、具体的には加盟申請国がＷＴＯ加盟後に農業に対して給与できる国内助成および輸出補助金の上限とその削減スケジュールを定めるものである。

最初のオファーを９８年に出してから、たびたび二国間および複数国間交渉を行ってきた。しかし、ＷＰメンバー国のリクエストにかなり大きな隔たりがあることが明らかに　なっている。

　　　ロシアの国内助成額は、年間わずか10～30億ドルに過ぎないと見られている。また輸出補助金についても、ロシアが国土の広さなどを理由にどう補助金を維持したいとしているのに対して、ＷＰメンバー国側はこれを全廃すべきとしている。

5 サービス交渉（二国間交渉）
主に二国間で交渉されその成果は「サービス約束表」としてまとめられる。

· サービス約束表

加入議定書の付属文書一部

加盟申請国がＷＴＯ加盟後に約束するサービス貿易の自由化（市場アクセスの保障と内国民待遇の供与）のＷＴＯ規定（ＧＡＴＳ）が定めるサービス業分野のうち申請国が自由化を約束する分野を記載する形と申請国が自由化を約束した各分野について、サービス貿易に4つの形態のうちどの貿易形態を許容するかを示すもの

これらの自由化約束に関連して、申請国が加盟後に持続する制限も合わせて記載される。

近年加盟したほとんどの国では一部分野（郵便・音響・映像・鉄道など）を除く実に広い分野で自由化を約束している様子が読み取れる。
ロシアは９９年１０月に最初のサービス・オファーを提示したが、自由化を約束するサービス分野が狭く、また分野横断的な制限が多く見られ、ＷＰメンバーから批判された。

２００１年２月にオファーを改定し、生面保険などの新しい分野に関する自由化約束や外資規制の緩和などの点で前進が見られた。

ＷＴＯ加盟後の予測
ＷＴＯ加盟がロシア経済にもたらすのはメリットだけではなく、デメリットも多い。
最後にロシアのＷＴＯ加盟がもたらす問題点を挙げる

(1) 財政収入に対する影響
　　　　　中間手続きの透明性向上や関税率の簡素化の取り組みが奏功すれば、関税収入はむしろ増大する可能性がある

　　　　　しかし、電力・天然ガスなどの内外格差の解消がＷＴＯ加盟条件に盛り込まれることになれば、内外価格差の一因とされる原油や天然ガスに対する輸出税の引き下げもしくは撤廃を余儀なくされる可能性があり、その場合ロシアの関税収入は大きく減少するだろう。

(2) ロシアにとって輸出面での利益がどれほどあるのかという点

ロシアの主要な輸出品目は現時点では、付加価値の低いエネルギー資源である。輸出品目の中で付加価値の高いハイテク製品のしめる割合は極めて低い。であるので、ＷＴＯ加盟後、当面はロシアの輸出量の増加はほとんどないと見られている。
(3) 農業に対する国家的補助金ならびに輸出補助金の問題

　　　　農業部門の所得はほかの産業部門の所得よりも低い水準にある。農業部門はリスクの大きい部門でもある。ほかの国は農業所得を他の産業水準に近づけるために、数々の農業保護政策が実施されているので、ロシアも今度こういった政策が必要だと考えられる。
ＷＴＯに加盟したからといってすべてがロシアにとって良いわけではなく、むしろ補助金のことなどを考えるとロシアの生産者にとってはつらいものになるだろう。しかしながら、今まで私たちが調べてきた内容では、ＷＴＯ加盟がもたらす経済効果は徐々に現れてくるという見方がある。当面、ロシアはＷＴＯに加盟したことによって受けたダメージと戦わなくてはいけない。

各国にとっても大国ロシアが加盟することは注目すべきことである。今まで単独でやってきたロシア連邦だが、１９９２年の市場経済化への以降から現在まで天然資源を使って大きく飛躍している。

これからは、法の整備・農業分野の保護問題を中心に世界の基準に合わせながら改革していくことが重要である。

一部の専門家の話ではロシアの加盟は今年中といわれているが、まだ不明瞭である。しかしすぐそこであることは間違いなく、ロシアは一歩一歩確実に加盟に進んでいる。今後その動きに注目したい。
参考文献　『ロシアのＷＴＯ加盟をめぐる諸問題』　金野雄五　北海道大学スラブ研究センター
　　　　　　　　東京三菱ＵＦＪ　平成１６年１０月２０日　東京三菱レビューより

　　　　　　　　日本経済新聞　2007年2月8日　2006年11月11日　等

                『ロシア東欧経済論』　大津定美・吉井昌彦　ミネルヴァ書房
　　　参考ＵＲＬ　ＪＥＴＲＯホームページ http://www.jetro.go.jp
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